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東京一極集中を是正しなければ、日本の人口はピーク時2008年の1億2800万人が50年後2060年に32％減少して8700万人になり、日本経済の規模は大きく縮小する。地方から東京圏へ転入した約80％を占める15～24歳までの若年層が地方に留まっていればその後の出産を通じて子供を産み、人口減少を緩やかにしていたにも関わらず、出生率の低い東京（1.13）へ転入する結果、さらに出産する子供数を減少させるという負のスパイラルが起きている。
東京一極集中を是正するには、産官学共同で特定の基盤産業を地方に集積することによって雇用を生み出し、生産性の高い産業を育成しているドイツの産業クラスターに倣い、特定産業クラスターの中核となる大企業が地域外の資金を流入させ、地域内の中小企業へ資金を還流させて地域内経済活性化へ繋げる地域内乗数効果を活用させる必要がある。
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